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令和６年度公共事業再評価諮問箇所一覧表

農山村課

令和６年度公共事業再評価諮問箇所一覧表

対応方針
進捗率
（上段：前回）
（下段：今回）

事業年度
（上段：前回）
（下段：今回）

事業箇所
（地区名）

事業名No.

継続
－

７１％
Ｈ２７～Ｒ５
Ｈ２７～Ｒ８

東与賀
県営ｸﾘｰｸ防災機能保全
対策事業

１

継続
６１％
５９％

Ｈ２４～Ｒ６
Ｈ２４～Ｒ９

佐賀市東部
県営ｸﾘｰｸ防災機能保全
対策事業

２

継続
６４％
６８％

Ｈ２４～Ｒ６
Ｈ２４～Ｒ８

佐賀市南部
県営ｸﾘｰｸ防災機能保全
対策事業

３

継続
６８％
６９％

Ｈ２４～Ｒ６
Ｈ２４～Ｒ９

小城
県営ｸﾘｰｸ防災機能保全
対策事業

４

継続
８９％
８８％

Ｈ２５～Ｒ６
Ｈ２５～Ｒ９

神埼市東部
県営ｸﾘｰｸ防災機能保全
対策事業

５

継続
９０％
９２％

Ｈ２５～Ｒ７
Ｈ２５～Ｒ９

神埼市西部
県営ｸﾘｰｸ防災機能保全
対策事業

６
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県営ｸﾘｰｸ防災機能保全対策事業

事業の目的
クリークを整備することにより、農業用水の安定供給を図るとともに、周辺地域の
湛水被害を軽減し、営農等の安全性と周辺地域の安心安全な生活を確保する。

整備前 整備後

未整備のクリーク（土水路） 木柵による護岸整備

県営ｸﾘｰｸ防災機能保全対策事業のＢ/Ｃの考え方

○総便益（Ｂ）： 当該事業及び関連事業によってもたらされる総便益額
【便益の詳細】
・作物生産効果

農地や水利条件が改良または維持されることに伴って、その受益地域内で発生するとみな
される作物生産の量的増減を捉える効果。

・営農経費節減効果
現況の営農技術体系や経営規模等が変化することに伴って、作物生産に要する費用（労働

費、機械経費等）の増減を捉える効果。
・維持管理費節減効果

事業を実施した場合と実施しなかった場合を比較し、施設の維持管理に要する経費の増減
を捉える効果。

・災害防止効果
施設の新設又は更新により、洪水、土砂流出等の災害の発生に伴う農業関係資産、一般資

産及び公共資産の被害が防止又は軽減される効果。
・国産農産物安定供給効果

農地や水利条件が改良または維持されることに伴って、その受益地域内で維持・向上すると
みなされる国産農産物の安定供給に対して国民が感じる安心感の効果。

○総費用（Ｃ）： 当該事業及び関連事業の建設事業費＋事業期間及び供用開始後の
４０年間に要する維持管理費によってもたらされる総費用額

○費用便益比： 総便益（Ｂ）／総費用（Ｃ）
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  様式イ 

令和６年度公共事業再評価諮問箇所「継続・中止」理由書等 

 

（課名：農山村課 ） 

事 業 名 

（路河川等名） 

県営クリーク防災機能保全対策事業 

東与賀地区 

継続・中止理由 本地区のクリークは、農業用水を貯留・送水する機能のほか、

大雨時は洪水を一時的に貯留し、周辺地域の湛水被害を軽減す

る洪水調節機能など、多面的機能を有している。しかし、クリ

ーク（土水路）は経年変化や水位変動により法面の浸食・崩壊

が進行し、水路内に土砂が堆積している状況であり、洪水調節

機能の低下により湛水被害が発生している。また、水路法面の

崩壊により農作業や隣接道路の通行が危険な状態である。 

このため、これらを解消するために当事業により護岸整備

（木柵工）を平成 27 年度より実施している。事業の進捗は、

令和 5 年度末で 70.8％となっており、令和 8 年度完成を目標

に事業を実施していくこととしている。 

農業用水の安定供給及び湛水被害の軽減を図り、安心安全な

営農や農村生活環境を守るためには、事業の継続が必要であ

る。 

 

 

Ｂ／Ｃの 

算出方法 

総便益（Ｂ）＝       １１２．７億円  

(内訳) 

○作物生産効果       ４９．７億円 

○営農経費節減効果      １２．１億円 

○維持管理費節減効果     △７．０億円 

○災害防止効果       ４６．７億円 

○国産農産物安定供給効果  １１．２億円 

 

総費用（Ｃ）＝         ８７．７億円  

   

総費用総便益比（Ｂ/Ｃ）＝ １．２ 

備  考  
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様式１  

令和６年度再評価対象箇所    （佐賀県公共事業評価実施要領第２条（２）②に該当する事業） 

 

番号 項目 
事 業 名 

(路･河川名等) 
事 業 目 的 事 業 概 要 事業の進捗状況 

事業を巡る社会経済 

情 勢 等 の 変 化 

費用対効果 

の要因の変化 

ｺｽﾄ縮減や代替案 

等 の 可 能 性 
再評価理由 

対応方針 

(事業課案) 

 
 

 

新規評
価時点 

 
H26 

県営クリーク防
災機能保全対策

事業 
 
東与賀地区 

 
事業主体：県 
 

事業地：佐賀市 
 
 

 
 
 

 

本地区のクリークは、農業
用水を貯留･送水する機能

のほか大雨時は洪水を一
時的に貯留し、周辺の湛水
被害を軽減する洪水調節

機能など多面的機能を有
している。 
 しかし、クリーク（土水

路）は経年変化や水位変動
により法面の浸食・崩壊が
進行し、水路内に土砂が堆

積している状況であり、洪
水調節機能の低下により
湛水被害が発生している。

また、水路法面の崩壊によ
り農作業や隣接道路の通
行が危険な状態である。 

 このため、当事業により
護岸整備(県産木材による
木柵工)及び堆積土浚渫を

行うことで、農業用水の安
定供給及び湛水被害の軽
減を図り、安心安全な営農

や農村生活環境を守るこ
とを目的とする。 
 

 
 
 

 
 

○本事業 
事業費：8.3億円 

工期  ：H27～R5(9年) 
受益面積：393.2ha 
事業量     

・農業用用排水路工 
(木柵工) 

      L=20,088m  

 

 
― 

 

 
― 

 
 

B/C＝1.2 
  

B/Cは1.0を上回
っている。 
 

（コスト縮減） 
・掘削土は盛土と

して流用し、現場
外への搬出（残土
処分）は最小限に

とどめる。 
 
・木柵工による護

岸整備を採用する
ことで、県内間伐
材の有効活用を図

る。 
 
（代替案の検討）  

・特になし 

 
― 

 

 
― 

 

現時点 
 

 

○本事業 
事業費 ：16.0億円 

工期   ：H27～R8(12年) 
受益面積：374.9ha 
事業量 ： 

・農業用用排水路工 
（木柵工) 

L=20,352m 

 
 

令和５年度末進捗率 
70.8％（事業費ベ

ース） 
 

※年平均進捗率：8％ 

 
 
 

・受益面積は、事業採択
時（平成27年）の393.2ha

から農地転用により現在
は374.9haへ減少してい
る。 

 
 

B/C＝1.2 
  

B/Cは1.0を上回
っている。 
 

 
 

 
同上 

事業採択後、一
定期間（10年）が

経過した時点で
継続中の事業 
 

継続  
 （理由） 

当初から事業
の必要性は変
わっておらず、

国営事業と一
体となって事
業効果も変わ

らず発現する
ものであるこ
とから事業を

継続したい。 
 
 

理由等 
 

 

【事業量・事業費】 
① 既設木柵利用予定箇所の補

強工の増 
② 仮設工の敷鉄板搬入量の増 
③ 各種建設資材費の高騰 及び 

労務費の上昇。 
④ 路線追加による延長の増 
 

【事業工期】 
 上記の事業費増額及び路線追
加に伴い、当初予定していた事

業進捗が見込めないことから、
事業工期を延長したい。 
 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 

H26 年度 新規評価 
R6 年度 再評価 
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令和６年度公共事業評価監視委員会
再評価地区

県営クリーク防災機能保全対策事業

東与賀地区

事業採択後、１０年を経過するため

ひがしよか

県営クリーク防災機能保全対策事業
東与賀地区

県営クリーク防災機能保全対策事業
東与賀地区

位置図

2
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背景と目的①
○クリークとは
クリークは、農業用水を貯留・送水する機能のほか、大雨時は洪水を一時

的に貯留し、周辺地域の湛水被害を軽減する洪水調節機能など、多面的機
能を有している。

○目的
クリークを整備することにより、農業用水の安定供給を図るとともに、周辺地域の
湛水被害を軽減し、営農等の安全性と周辺地域の安心安全な生活を確保する。

3

▼ほ場整備により造成されたクリーク（土水路）

▼クリークの事前放流による洪水調節機能

○現状
多くのクリーク（土水路）は、経年変化や水位変動により、
法面の浸食・崩壊が進行し、水路内に土砂が堆積。

○課題
・法面崩壊により、営農や道路の通行に支障をきたすおそれ

があることから、クリーク護岸の整備が必要。

・法面崩壊に伴う土砂の堆積等により、貯水・送水機能及び

洪水調節機能が低下していることから、クリークの機能回復
（水路断面確保）が必要。

波力の作用

風

水田

水
路

水位変動の繰り返し

水田

水
路

崩壊した土が堆積
（＝貯留容量の減）

↓
常時、水位を高く管理

法面崩壊のメカニズム

水田

水路

4

背景と目的②

▼大雨時の湛水状況 ▼法面の浸食、崩落状況
法面の崩落による
トラクター転落

クリークの機能回復に向けた整備を実施

▼
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事業概要

事業の進捗状況

令和７年度以降令和６年度令和５年度まで

４．２０．５１１．３事業費（億円）

100.073.970.8進捗率（％）

5

今回新規評価（平成26年度）

16.0億円8.3億円事業費

平成27年度～令和8年度平成27年度～令和5年度工期

374.9ha393.2ha受益面積

・護岸工 L=20,352m
・堆積土の浚渫

・護岸工 L=20,088m
・堆積土の浚渫

事業内容

1.21.2費用対効果

事業概要の主な変更内容
○事業量・事業費

①既設木柵利用予定箇所の補強工の増 ：＋4.0億円

②仮設工の敷鉄板搬入量の増 ：＋0.8億円

③各種建設資材費の高騰 及び 労務費の上昇 ：＋2.5億円

④路線追加による延長の増 （L=264ｍ） ：＋0.4億円

○事業工期

上記の事業費増額に伴い、当初予定していた事業進捗が見込め

ないことから、事業工期を延長したい。

6

天端高不足による
法面・畦畔の浸食

背板嵩上工の追加

泥土浚渫による
木柵自立不可

切梁工の追加

(ⅰ)

【背板嵩上工、切梁工の施工】

【標準断面図】
①既設木柵利用予定箇所の補強工の追加について

(ⅱ)
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実施状況
【整備前】

県産杉材利用

【整備後】

7
2
0
0
0

【標準断面図】

関連事業(国営筑後川下流右岸地区)実施状況

8

【国営と県営の区分イメージ】

用 排 水路

橋

整

大

橋

整

大
二

第

大
搦
東
橋

大
搦
西
橋

排
水
機
場東

与
賀

区

公

二

大

授

農
業
集
落
排
水

大
授
地
区

民

館

大
授
一
区
公
民
館

浄
化
セ
ン
タ
ー

大
授
総
合

気
象
観
測
所

大
授
三
区
公
民
館

大
神

用排2-27号

用排2-1
05号

用排2-28号

用排2-29号

用排2-32号

用排2-33号

用排2-34号

用排2-37号

用排2-38号

用排2-39号

用排2-104号

用排2-93号

用排2-94号

用排2-95号

用排2-96号

用排2-98号

用排2-99号

用排2-84号

用排2-85号

用排2-86号

用排2-88号

用排2-89号

用排2-90号

用排2-76号

用排2-77号

用排2-78号

用排2-80号

用排2-81号

用排2-82号

用排2-103号

用排2-68号

用排2-69号

用排2-71号

用排2-72号

用排2-73号

用排2-101号

用排2-102号

用排2-61号

用排2-62号

用排2-63号

用排2-52号

用排2-53号

用排2-54号

用排2-56号

用排2-57号

用排2-58号

用排2-42号

用排2-43号

用排2-44号

用排2-45号

用排2-46号

用排2-47号

用排2-48号

用排2-49号

支線用排水路10号
支線用排水路9号

支線用排水路8号

支線用排水路7号 支線用排水路6号

受益地界

県営水路

国営水路

計画水路

凡 例

受益地外

その他水路

受益

関 係 市 町 村 名
田

( ha)

畑

(ha ) (

面積一覧表

佐賀市東与賀町 3 27.5 0.02

伊万里市

有田町

長崎県

武

対象路線数

用排2-106号 用排2-107号

令和6年度施工予定

令和4年度まで施工

凡 例

令和7年度以降

令和5年度施工

県営整備水路

国営整備水路

受益地界

凡 例
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社会経済情勢等の変化・
コスト縮減や代替案等の可能性

・受益面積は農地転用により減少
【事業採択時】393.2ha ➡ 【現在】374.9ha

▲ 18.3ha

・浚渫土は盛土として流用し、現場外への搬出
（残土処分）は最小限にとどめる。

・木柵工による護岸整備を採用することで、県内
間伐材の有効活用を図る。

9

○社会経済情勢等の変化

○コスト縮減や代替案等の可能性

事業の効果・必要性（費用対効果）

総便益（Ｂ） １１２．７億円
総費用（Ｃ） ８７．７億円

≒１.２

費用便益比

B/Cは1.0を上回っている。

○総便益（Ｂ）：事業を行うことによって発現する効果額
（内訳）

○作物生産効果
○営農経費節減効果
○維持管理費節減効果
○災害防止効果
○国産農産物安定供給効果

○総費用（Ｃ）：当該事業及び関連事業の建設事業費＋
事業期間及び ４０年間に要する維持管理費

10
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・東与賀地区は、クリークの護岸整備により、農業用水を貯留・
送水する機能のほか湛水被害の防止、営農作業や隣接する道路
の通行の安全性の向上を図る事業である。

・費用対効果についても、B/C1.0以上(B/C=1.2)が確保され
ている事業である。

・事業進捗率は事業費ベースで約70.8％［約11.3億円/約16.0億円］
（令和5年度末）となっている。

・地元土地改良区も早期の完了を望まれており、今後の円滑な
事業実施が可能である。

・よって、当該事業の完成に向けて、事業を継続したい。

11

対応方針

-10-



  様式イ 

令和６年度公共事業再評価諮問箇所「継続・中止」理由書等 

 

 （課名：農山村課 ） 

事 業 名 

（路河川等名） 

県営クリーク防災機能保全対策事業 

佐賀市東部地区 

継続・中止理由 本地区のクリークは、農業用水を貯留・送水する機能のほか、

大雨時は洪水を一時的に貯留し、周辺地域の湛水被害を軽減す

る洪水調節機能など、多面的機能を有している。しかし、クリ

ーク（土水路）は経年変化や水位変動により法面の浸食・崩壊

が進行し、水路内に土砂が堆積している状況であり、洪水調節

機能の低下により湛水被害が発生している。また、水路法面の

崩壊により農作業や隣接道路の通行が危険な状態である。 

このため、これらを解消するために当事業により護岸整備

（木柵工）を平成 24 年度より実施しており、事業の進捗は、

令和５年度末で 59.1％となっており、令和９年度完成を目標

に事業を実施していくこととしている。 

地区全体の農業用水の安定供給及び湛水被害の軽減を図り、

安心安全な営農や農村生活環境を守るためには、事業の継続が

必要である。 

 

Ｂ／Ｃの 

算出方法 

総便益（Ｂ）＝              ３６９.７億円  

 （内 訳）  

  ○作物生産効果            ９１.９億円  

  ○営農経費節減効果        ２４.５億円  

  ○維持管理費節減効果      △１１.０億円  

  ○災害防止効果       ２４０.０億円  

 ○国産農産物安定供給効果   ２４.３億円 

  

総費用（Ｃ）＝             ２５６.９億円 

  

総費用総便益比（Ｂ/Ｃ）＝  １．４  

備  考  
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様式２  

令和６年度再評価対象箇所    （佐賀県公共事業評価実施要領第２条（２）④に該当する事業） 

（対象：令和３年度再評価実施箇所） 

番号 項目 
事 業 名 

(路･河川名等) 
事 業 目 的 事 業 概 要 事業の進捗状況 

事業を巡る社会経済 

情 勢 等 の 変 化 

費用対効果 

の要因の変化 

ｺｽﾄ縮減や代替案 

等 の 可 能 性 
再評価理由 

対応方針 

(事業課案) 

 
 

 

R3再評
価時点 

 
 

県営クリーク防
災機能保全対策

事業 
 
佐賀市東部地区 

 
事業主体：県 
 

事業地：佐賀市 
 

本地区のクリークは、
農業用水を貯留･送水す

る機能のほか大雨時は洪
水を一時的に貯留し、周
辺の湛水被害を軽減する

洪水調節機能など多面的
機能を有している。 
 しかし、クリーク（土

水路）は経年変化や水位
変動により法面の浸食・
崩壊が進行し、水路内に

土砂が堆積している状況
であり、洪水調節機能の
低下により湛水被害が発

生している。また、水路
法面の崩壊により農作業
や隣接道路の通行が危険

な状態である。 
 このため、当事業によ
り護岸整備(県産木材に

よる木柵工) 及び堆積土
浚渫を行うことで、農業
用水の安定供給及び湛水

被害の軽減を図り、安心
安全な営農や農村生活環
境を守ることを目的とす

る。 
 
 

 

○本事業 
事業費：36.7億円 

工期  ：H24～R6(13年) 
受益面積：840.8ha 
事業量     

・農業用用排水路工 
(木柵工) 

          L=36,697m 

 
 
 

令和2年度末進捗
率：61％ （事業費

ベース）  
  
年平均進捗率：7％ 

 
 
 

・受益面積は、事業採択時（平
成24年）の842.8haから農地転

用により現在は840.8haへ減少
している。 

B/C＝1.2 
  

費用対効果の要
因の大きな変化
なし。 

（コスト縮減） 
・掘削土は盛土と

して流用し、現場
外への搬出（残土
処分）は最小限に

とどめる。 
 
・木柵工による護

岸整備を採用する
ことで、県内間伐
材の有効活用を図

る。 
 
（代替案の検討）  

・特になし 

事業採択後、 
10年間経過 

 
 
 

 

継続  
 （理由） 

当初から事
業の必要性は
変わっておら

ず、国営事業と
一体となって
事業効果を発

現するもので
あることから
事業を継続し

たい。 
 
 

 

現時点 

 
 

 

 
 

○本事業 

事業費：41.3億円 
工期  ：H24～R9(16年) 
受益面積：840.8ha 

事業量     
・農業用用排水路工 
(木柵工) 

          L=36,697m 
 

令和5年度末進捗

率：59.1％ （事業
費ベース）  
  

年平均進捗率：7％ 
 
 

 

・受益面積は、再評価時（令和

３年）の840.8haから変更して
いない。 

B/C＝1.4 

 
・B/Cは1.0を上回
っている。 

・作物単価の増、
効果算定に用い
る諸係数（純益

率、所得率）の増 
に伴う、作物生産
効果の増 

 

同上 

前回再評価時よ

り工期延長及び
事業費増額のた
め再評価 

 
 
 

継続  

 （理由） 
当初から事

業の必要性は

変わっておら
ず、Ｂ/Ｃは1.0
以上（Ｂ/Ｃ＝

1.4）が確保さ
れていること
から、当該事業

の完成に向け
て事業を継続
したい。 

理由等 
 
 

 
 
 

【事業費】 
① 水路内の土砂が想定より

堆積していたことによ

る、掘削・残土処分量の
増。 

② 各種建設資材費の高騰 

及び 労務費の上昇。 
 
【事業工期】 

上記の事業費増額に伴い、
当初予定していた事業進捗
が見込めないことから、事業

工期を延長したい。 
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令和６年度公共事業評価監視委員会
再評価地区

県営クリーク防災機能保全対策事業

佐賀市東部地区

再評価実施後５年が経過する前に
工期延伸及び事業費を増額するため

さ が し とうぶ

県営クリーク防災機能保全対策事業
佐賀市東部地区

県営クリーク防災機能保全対策事業
佐賀市東部地区

位置図

2
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背景と目的①
○クリークとは
クリークは、農業用水を貯留・送水する機能のほか、大雨時は洪水を一時

的に貯留し、周辺地域の湛水被害を軽減する洪水調節機能など、多面的機
能を有している。

○目的
クリークを整備することにより、農業用水の安定供給を図るとともに、周辺地域の
湛水被害を軽減し、営農等の安全性と周辺地域の安心安全な生活を確保する。

3

▼ほ場整備により造成されたクリーク（土水路）

▼クリークの事前放流による洪水調節機能

○現状
多くのクリーク（土水路）は、経年変化や水位変動により、
法面の浸食・崩壊が進行し、水路内に土砂が堆積。

○課題
・法面崩壊により、営農や道路の通行に支障をきたすおそれ

があることから、クリーク護岸の整備が必要。

・法面崩壊に伴う土砂の堆積等により、貯水・送水機能及び

洪水調節機能が低下していることから、クリークの機能回復
（水路断面確保）が必要。

波力の作用

風

水田

水
路

水位変動の繰り返し

水田

水
路

崩壊した土が堆積
（＝貯留容量の減）

↓
常時、水位を高く管理

法面崩壊のメカニズム

水田

水路

4

背景と目的②

▼大雨時の湛水状況 ▼法面の浸食、崩落状況
法面の崩落による
トラクター転落

クリークの機能回復に向けた整備を実施

▼
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事業概要

事業の進捗状況

令和７年度以降令和６年度令和５年度まで

１６．３０．６２４．４事業費（億円）

100.060.659.1進捗率（％）

5

今回前回再評価（令和３年度）

41.3億円36.7億円事業費

平成24年度～令和9年度平成24年度～令和6年度工期

840.8ha840.8ha受益面積

・護岸工 L=36,697m
・堆積土の浚渫

・護岸工 L=36,697m
・堆積土の浚渫

事業内容

1.41.2費用対効果

事業概要の主な変更内容

61号幹線用排水路

堆積土量の増（オレンジ着色箇所）

（変更）

○事業費

①水路内の土砂が想定より堆積していたことによる、掘削・残土

処分量の増 ：＋0.3億円

②各種建設資材費の高騰 及び 労務費の上昇 ：＋4.3億円

○事業工期

上記の事業費増額に伴い、当初予定していた事業進捗が見込め

ないことから、事業工期を延長したい。

（当初）
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実施状況

【湛水状況】

【標準断面図】
県産杉材利用

【整備前】

【整備後】

凡例
令和5年度まで

令和6年度

令和7年度以降

受益地界

国営整備路線 7

関連事業(国営筑後川下流右岸地区)実施状況

【国営と県営の区分イメージ】

【整備後】

凡例
令和5年度まで

令和6年度

令和7年度以降

受益地界

国営整備路線 8
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社会経済情勢等の変化・
コスト縮減や代替案等の可能性

・受益面積は、変更なし
【再評価時】840.8ha ➡ 【現在】840.8ha

・浚渫土は盛土として流用し、現場外への搬出
（残土処分）は最小限にとどめる。

・木柵工による護岸整備を採用することで、県内
間伐材の有効活用を図る。

9

○社会経済情勢等の変化

○コスト縮減や代替案等の可能性

事業の効果・必要性（費用対効果）

総便益（Ｂ）３６９．７億円
総費用（Ｃ）２５６．９億円

≒１.４

総費用総便益比

B/Cは1.0を上回っている。

○総便益（Ｂ）：事業を行うことによって発現する効果額
（内訳）

○作物生産効果
〇営農経費節減効果
○維持管理費節減効果
○災害防止効果
○国産農産物安定供給効果

○総費用（Ｃ）：当該事業及び関連事業の建設事業費＋
事業期間及び ４０年間に要する維持管理費

10
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対応方針

・佐賀市東部地区は、クリークの護岸整備により、農業用水を貯留・
送水する機能のほか湛水被害の防止、営農作業や隣接する道路
の通行の安全性の向上を図る事業である。

・費用対効果についても、B/C1.0以上(B/C=1.4)が確保され
ている事業である。

・事業進捗率は事業費ベースで約59.1％［約24.4億円/約41.3億円］
（令和５年度末）となっている。

・地元土地改良区も早期の完了を望まれており、今後の円滑な
事業実施が可能である。

・よって、当該事業の完成に向けて、事業を継続したい。

11
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  様式イ 

令和６年度公共事業再評価諮問箇所「継続・中止」理由書等 

 

 （課名：農山村課 ） 

事 業 名 

（路河川等名） 

県営クリーク防災機能保全対策事業 

佐賀市南部地区 

継続・中止理由 本地区のクリークは、農業用水を貯留・送水する機能のほか、

大雨時は洪水を一時的に貯留し、周辺地域の湛水被害を軽減す

る洪水調節機能など、多面的機能を有している。しかし、クリ

ーク（土水路）は経年変化や水位変動により法面の浸食・崩壊

が進行し、水路内に土砂が堆積している状況であり、洪水調節

機能の低下により湛水被害が発生している。また、水路法面の

崩壊により農作業や隣接道路の通行が危険な状態である。 

このため、これらを解消するために当事業により護岸整備

（木柵工）を平成 24 年度より実施しており、事業の進捗は、

令和５年度末で 68.0％となっており、令和８年度完成を目標

に事業を実施していくこととしている。 

地区全体の農業用水の安定供給及び湛水被害の軽減を図り、

安心安全な営農や農村生活環境を守るためには、事業の継続が

必要である。 

 

Ｂ／Ｃの 

算出方法 

総便益（Ｂ）＝              ７０１.６億円  

 （内 訳）  

  ○作物生産効果           １８１.４億円  

  ○営農経費節減効果        ４２.９億円  

  ○維持管理費節減効果      △３８.０億円  

  ○災害防止効果       ５０２.０億円  

 ○国産農産物安定供給効果   １３.３億円 

  

総費用（Ｃ）＝             ５７０.７億円 

  

総費用総便益比（Ｂ/Ｃ）＝  １．２  

備  考  

 

 

-19-



様式２  

令和６年度再評価対象箇所    （佐賀県公共事業評価実施要領第２条（２）④に該当する事業） 

（対象：令和３年度再評価実施箇所） 

番号 項目 
事 業 名 

(路･河川名等) 
事 業 目 的 事 業 概 要 事業の進捗状況 

事業を巡る社会経済 

情 勢 等 の 変 化 

費用対効果 

の要因の変化 

ｺｽﾄ縮減や代替案 

等 の 可 能 性 
再評価理由 

対応方針 

(事業課案) 

 
 

 

R3再評
価時点 

 
 

県営クリーク防
災機能保全対策

事業 
 
佐賀市南部地区 

 
事業主体：県 
 

事業地：佐賀市 
 

本地区のクリークは、
農業用水を貯留･送水す

る機能のほか大雨時は洪
水を一時的に貯留し、周
辺の湛水被害を軽減する

洪水調節機能など多面的
機能を有している。 
 しかし、クリーク（土

水路）は経年変化や水位
変動により法面の浸食・
崩壊が進行し、水路内に

土砂が堆積している状況
であり、洪水調節機能の
低下により湛水被害が発

生している。また、水路
法面の崩壊により農作業
や隣接道路の通行が危険

な状態である。 
 このため、当事業によ
り護岸整備(県産木材に

よる木柵工) 及び堆積土
浚渫を行うことで、農業
用水の安定供給及び湛水

被害の軽減を図り、安心
安全な営農や農村生活環
境を守ることを目的とす

る。 
 
 

 

○本事業 
事業費：48.4億円 

工期 ：H24～R6(13年) 
受益面積：1597.5ha 
事業量     

・農業用用排水路工 
(木柵工) 

          L=76,951m 

 
 
 

令和2年度末進捗率：
64％ （事業費ベース） 

  
年平均進捗率：7％ 
 

 
 

・受益面積は、事業採択時
（平成24年）の1604.1haか

ら農地転用により現在は
1597.5haへ減少している。 
 

B/C＝1.1 
  

費用対効果の要
因の大きな変化
なし 

（コスト縮減） 
・掘削土は盛土と

して流用し、現場
外への搬出（残土
処分）は最小限に

とどめる。 
 
・木柵工による護

岸整備を採用する
ことで、県内間伐
材の有効活用を図

る。 
 
（代替案の検討）  

・特になし 

事業採択後、 
10年間経過 

 
 
 

 

継続  
 （理由） 

当初から事
業の必要性は
変わっておら

ず、国営事業と
一体となって
事業効果を発

現するもので
あることから
事業を継続し

たい。 
 
 

 

現時点 

 
 

 

 
 

○本事業 

事業費：52.0億円 
工期  ：H24～R8(15年) 
受益面積：1597.5ha 

事業量     
・農業用用排水路工 
(木柵工) 

          L=75,576m 

令和5年度末進捗

率：68.0％ （事業費
ベース）  
  

年平均進捗率：7％ 
 
 

 

・受益面積は、再評価時（令

和３年）の1597.5haから変
更していない。 

B/C＝1.2 

 
・B/Cは1.0を上
回っている。 

・作物単価の増、
効果算定に用い
る諸係数（純益

率、所得率）の
増 
に伴う、作物生

産効果の増 

 

同上 

前回再評価時よ

り工期延長及び
事業費増額のた
め再評価 

 
 
 

継続  

 （理由） 
当初から事

業の必要性は

変わっておら
ず、Ｂ/Ｃは
1.0以上（Ｂ/

Ｃ＝1.2）が確
保されている
ことから、当

該事業の完成
に向けて事業
を継続した

い。 

理由等 

 
 

 

 
 

【事業量・事業費】 

① 水路内の土砂が想定よ
り堆積していたことに
よる、掘削・残土処分量

の増。 
② 各種建設資材費の高騰 

及び 労務費の上昇。 

③ 他事業で整備を行った
路線延長の減。 

 

【事業工期】 
上記の事業費増額に伴

い、当初予定していた事業

進捗が見込めないことか
ら、事業工期を延長したい。 
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令和６年度公共事業評価監視委員会
再評価地区

県営クリーク防災機能保全対策事業

佐賀市南部地区

再評価実施後５年が経過する前に
工期延伸及び事業費を増額するため

さ が し なんぶ

県営クリーク防災機能保全対策事業
佐賀市南部地区

県営クリーク防災機能保全対策事業
佐賀市南部地区

位置図

2
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背景と目的①
○クリークとは
クリークは、農業用水を貯留・送水する機能のほか、大雨時は洪水を一時

的に貯留し、周辺地域の湛水被害を軽減する洪水調節機能など、多面的機
能を有している。

○目的
クリークを整備することにより、農業用水の安定供給を図るとともに、周辺地域の
湛水被害を軽減し、営農等の安全性と周辺地域の安心安全な生活を確保する。

3

▼ほ場整備により造成されたクリーク（土水路）

▼クリークの事前放流による洪水調節機能

○現状
多くのクリーク（土水路）は、経年変化や水位変動により、
法面の浸食・崩壊が進行し、水路内に土砂が堆積。

○課題
・法面崩壊により、営農や道路の通行に支障をきたすおそれ

があることから、クリーク護岸の整備が必要。

・法面崩壊に伴う土砂の堆積等により、貯水・送水機能及び

洪水調節機能が低下していることから、クリークの機能回復
（水路断面確保）が必要。

波力の作用

風

水田

水
路

水位変動の繰り返し

水田

水
路

崩壊した土が堆積
（＝貯留容量の減）

↓
常時、水位を高く管理

法面崩壊のメカニズム

水田

水路

4

背景と目的②

▼大雨時の湛水状況 ▼法面の浸食、崩落状況
法面の崩落による
トラクター転落

クリークの機能回復に向けた整備を実施

▼
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事業概要

事業の進捗状況

令和７年度以降令和６年度令和５年度まで

１６．００．６３５．４事業費（億円）

100.069.268.0進捗率（％）

5

今回前回再評価（令和３年度）

52.0億円48.4億円事業費

平成24年度～令和8年度平成24年度～令和6年度工期

1,597.5ha1,597.5ha受益面積

・護岸工 L=75,576m
・堆積土の浚渫

・護岸工 L=76,951m
・堆積土の浚渫

事業内容

1.21.1費用対効果

事業概要の主な変更内容

6

○事業量・事業費

①水路内の土砂が想定より堆積していたことによる、掘削・残土

処分量の増 ：＋0.4億円

②各種建設資材費の高騰 及び 労務費の上昇 ：＋4.5億円

③他事業で整備を行った路線の減（△L=1,375ｍ） ：－1.3億円

○事業工期

上記の事業費増額に伴い、当初予定していた事業進捗が見込め

ないことから、事業工期を延長したい。

（当初）

（変更）

6【1】幹線水路1-7.11号

境
界

境
界

9.56 9.63

EL=7.10

EL=9.05EL=9.05
管理水位8.85m

1:2
.01:2.0

800

500 500

800

181034
0

197
0

420

普通BH5.0m 普通BH5.0mLBH

80

境
界

境
界

9.56 9.63

EL=9.05EL=9.05
管理水位8.85m

1:2
.01:2.0

800

500 500

800

18 1042
0

197
0

380

普通BH5.0m 普通BH5.0mLBH

EL=7.10

9001200

4 0

堆積土量の増（オレンジ着色箇所）
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実施状況

【標準断面図】

県産杉材利用

【整備後】

【湛水状況】

【整備前】

凡例
令和5年度まで

令和6年度

令和7年度以降

受益地界

国営整備路線 7

関連事業(国営筑後川下流右岸地区)実施状況
【国営と県営の区分イメージ】

【整備後】

凡例
令和5年度まで

令和6年度

令和7年度以降

受益地界

国営整備路線 8
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社会経済情勢等の変化・
コスト縮減や代替案等の可能性

・受益面積は、変更なし
【再評価時】1,597.5ha ➡ 【現在】1,597.5ha

・浚渫土は盛土として流用し、現場外への搬出
（残土処分）は最小限にとどめる。

・木柵工による護岸整備を採用することで、県内
間伐材の有効活用を図る。

9

○社会経済情勢等の変化

○コスト縮減や代替案等の可能性

事業の効果・必要性（費用対効果）

総便益（Ｂ）７０１．６億円
総費用（Ｃ）５７０．７億円

≒１.２

総費用総便益比

B/Cは1.0を上回っている。

○総便益（Ｂ）：事業を行うことによって発現する効果額
（内訳）

○作物生産効果
〇営農経費節減効果
○維持管理費節減効果
○災害防止効果
○国産農産物安定供給効果

○総費用（Ｃ）：当該事業及び関連事業の建設事業費＋
事業期間及び ４０年間に要する維持管理費

10
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対応方針

・佐賀市南部地区は、クリークの護岸整備により、農業用水を貯留・
送水する機能のほか湛水被害の防止、営農作業や隣接する道路
の通行の安全性の向上を図る事業である。

・費用対効果についても、B/C1.0以上(B/C=1.2)が確保され
ている事業である。

・事業進捗率は事業費ベースで約68.0％［約35.4億円/約52.0億円］
（令和５年度末）となっている。

・地元土地改良区も早期の完了を望まれており、今後の円滑な
事業実施が可能である。

・よって、当該事業の完成に向けて、事業を継続したい。

11

-26-



  様式イ 

令和６年度公共事業再評価諮問箇所「継続・中止」理由書等 

 

 （課名：農山村課 ） 

事 業 名 

（路河川等名） 

県営クリーク防災機能保全対策事業 

小城地区 

継続・中止理由 本地区のクリークは、農業用水を貯留・送水する機能のほか、

大雨時は洪水を一時的に貯留し、周辺地域の湛水被害を軽減す

る洪水調節機能など、多面的機能を有している。しかし、クリ

ーク（土水路）は経年変化や水位変動により法面の浸食・崩壊

が進行し、水路内に土砂が堆積している状況であり、洪水調節

機能の低下により湛水被害が発生している。また、水路法面の

崩壊により農作業や隣接道路の通行が危険な状態である。 

このため、これらを解消するために当事業により護岸整備

（木柵工）を平成 24 年度より実施しており、事業の進捗は、

令和５年度末で 68.5％となっており、令和９年度完成を目標

に事業を実施していくこととしている。 

地区全体の農業用水の安定供給及び湛水被害の軽減を図り、

安心安全な営農や農村生活環境を守るためには、事業の継続が

必要である。 

 

Ｂ／Ｃの 

算出方法 

総便益（Ｂ）＝              １,５０６.４億円  

 （内 訳）  

  ○作物生産効果             ３３５.２億円  

  ○営農経費節減効果          ９４.８億円  

  ○維持管理費節減効果        △３７.６億円  

  ○災害防止効果       １,０２４.３億円  

 ○国産農産物安定供給効果     ８９.７億円 

  

総費用（Ｃ）＝               ８５０.０億円 

  

総費用総便益比（Ｂ/Ｃ）＝ １．７  

備  考  
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様式２  

令和６年度再評価対象箇所    （佐賀県公共事業評価実施要領第２条（２）④に該当する事業） 

（対象：令和３年度再評価実施箇所） 

番号 項目 
事 業 名 

(路･河川名等) 
事 業 目 的 事 業 概 要 事業の進捗状況 

事業を巡る社会経済 

情 勢 等 の 変 化 

費用対効果 

の要因の変化 

ｺｽﾄ縮減や代替案 

等 の 可 能 性 
再評価理由 

対応方針 

(事業課案) 

 
 

 

R3再評
価時点 

 
 

県営クリーク防
災機能保全対策

事業 
 
小城地区 

 
事業主体：県 
 

事業地：小城市 
 

本地区のクリークは、
農業用水を貯留･送水す

る機能のほか大雨時は洪
水を一時的に貯留し、周
辺の湛水被害を軽減する

洪水調節機能など多面的
機能を有している。 
 しかし、クリーク（土

水路）は経年変化や水位
変動により法面の浸食・
崩壊が進行し、水路内に

土砂が堆積している状況
であり、洪水調節機能の
低下により湛水被害が発

生している。また、水路
法面の崩壊により農作業
や隣接道路の通行が危険

な状態である。 
 このため、当事業によ
り護岸整備(県産木材に

よる木柵工) 及び堆積土
浚渫を行うことで、農業
用水の安定供給及び湛水

被害の軽減を図り、安心
安全な営農や農村生活環
境を守ることを目的とす

る。 
 
 

 

○本事業 
事業費：51.3億円 

工期  ：H24～R6(13年) 
受益面積：2907.6ha 
事業量     

・農業用用排水路工 
（木柵工） 

          L=72,035m 

 
 
 

令和2年度末進捗
率：68％ （事業

費ベース）  
  
年平均進捗率：

8％ 
 
 

 

・受益面積は、事業採択時（平
成24年）の2917.0haから農地転

用により現在は2907.6haへ減
少している。 

B/C＝1.4 
  

費用対効果の要
因の大きな変化
なし 

（コスト縮減） 
・掘削土は盛土と

して流用し、現場
外への搬出（残土
処分）は最小限に

とどめる。 
 
・木柵工による護

岸整備を採用する
ことで、県内間伐
材の有効活用を図

る。 
 
（代替案の検討）  

・特になし 

事業採択後、 
10年間経過 

 
 
 

 

継続  
 （理由） 

当初から事業
の必要性は変
わっておらず、

国営事業と一
体となって事
業効果を発現

するものであ
ることから事
業を継続した

い。 
 
 

 

現時点 

 
 

 

 
 

○本事業 

事業費：56.1億円 
工期  ：H24～R9(16年) 
受益面積：2907.6ha 

事業量     
・農業用用排水路工 
(木柵工) 

          L=72,130m 
 

令和5年度末進捗

率：68.5％ （事
業費ベース）  
  

年平均進捗率：
6％ 
 

 
 

・受益面積は、再評価時（令和

３年）の2907.6haから変更して
いない。 

B/C＝1.7 

 
・B/Cは1.0を上回
っている。 

・作物単価の増、
効果算定に用い
る諸係数（純益

率、所得率）の増 
に伴う、作物生産
効果の増 

 

同上 

前回再評価時よ

り工期延長及び
事業費増額のた
め再評価 

 
 
 

継続  

 （理由） 
当初から事業
の必要性は変

わっておらず、
Ｂ/Ｃは1.0以
上（Ｂ/Ｃ＝

1.7）が確保さ
れていること
から、当該事業

の完成に向け
て事業を継続
したい。 

理由等 
 
 

 
 
 

【事業量・事業費】 
① 水路内の土砂が想定より

堆積していたことによる、

掘削・残土処分量の増。 
② 各種建設資材費の高騰 及

び 労務費の上昇。 

③ 路線追加による延長の増。 
 
【事業工期】 

上記の事業費増額に伴い、
当初予定していた事業進捗が
見込めないことから、事業工

期を延長したい。 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 

R3 年度再評価 
R6 年度再々評価 
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令和６年度公共事業評価監視委員会
再評価地区

県営クリーク防災機能保全対策事業

小城地区

再評価実施後５年が経過する前に
工期延伸及び事業費を増額するため

お ぎ

県営クリーク防災機能保全
対策工事 小城地区

県営クリーク防災機能保全
対策工事 小城地区

位置図

2
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背景と目的①
○クリークとは
クリークは、農業用水を貯留・送水する機能のほか、大雨時は洪水を一時

的に貯留し、周辺地域の湛水被害を軽減する洪水調節機能など、多面的機
能を有している。

○目的
クリークを整備することにより、農業用水の安定供給を図るとともに、周辺地域の
湛水被害を軽減し、営農等の安全性と周辺地域の安心安全な生活を確保する。

3

▼ほ場整備により造成されたクリーク（土水路）

▼クリークの事前放流による洪水調節機能

○現状
多くのクリーク（土水路）は、経年変化や水位変動により、
法面の浸食・崩壊が進行し、水路内に土砂が堆積。

○課題
・法面崩壊により、営農や道路の通行に支障をきたすおそれ

があることから、クリーク護岸の整備が必要。

・法面崩壊に伴う土砂の堆積等により、貯水・送水機能及び

洪水調節機能が低下していることから、クリークの機能回復
（水路断面確保）が必要。

波力の作用

風

水田

水
路

水位変動の繰り返し

水田

水
路

崩壊した土が堆積
（＝貯留容量の減）

↓
常時、水位を高く管理

法面崩壊のメカニズム

水田

水路

4

背景と目的②

▼大雨時の湛水状況 ▼法面の浸食、崩落状況
法面の崩落による
トラクター転落

クリークの機能回復に向けた整備を実施

▼
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事業概要

事業の進捗状況

令和７年度以降令和６年度令和５年度まで

１６．９０．７３８．５事業費（億円）

100.069.868.5進捗率（％）

5

今回前回再評価（令和３年度）

56.1億円51.3億円事業費

平成24年度～令和9年度平成24年度～令和6年度工期

2,907.6ha2,907.6ha受益面積

・護岸工 L=72,130m
・堆積土の浚渫

・護岸工 L=72,035m
・堆積土の浚渫

事業内容

1.71.4費用対効果

事業概要の主な変更内容

6

○事業量・事業費

①水路内の土砂が想定より堆積していたことによる、掘削・残土

処分量の増 ：＋0.2億円

②各種建設資材費の高騰 及び 労務費の上昇 ：＋4.5億円

③路線追加による延長の増 （L=95ｍ） ：＋0.1億円

○事業工期

上記の事業費増額に伴い、当初予定していた事業進捗が見込め

ないことから、事業工期を延長したい。
（当初）

（変更）

（231） 支線83-3号水路

堆積土量の増（黄色着色箇所）
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実施状況

【標準断面図】

【湛水状況】

【整備前】

【整備後】

県産杉材利用

7

関連事業(国営筑後川下流右岸地区)実施状況

【国営と県営の区分イメージ】

【整備後】

8
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社会経済情勢等の変化・
コスト縮減や代替案等の可能性

・受益面積は、変更なし
【再評価時】2,907.6ha ➡ 【現在】2,907.6ha

・浚渫土は盛土として流用し、現場外への搬出
（残土処分）は最小限にとどめる。

・木柵工による護岸整備を採用することで、県内
間伐材の有効活用を図る。

9

○社会経済情勢等の変化

○コスト縮減や代替案等の可能性

事業の効果・必要性（費用対効果）

総便益（Ｂ）１，５０６．４億円
総費用（Ｃ） ８５０．０億円

≒１.７

総費用総便益比

B/Cは1.0を上回っている。

○総便益（Ｂ）：事業を行うことによって発現する効果額
（内訳）

○作物生産効果
〇営農経費節減効果
○維持管理費節減効果
○災害防止効果
○国産農産物安定供給効果

○総費用（Ｃ）：当該事業及び関連事業の建設事業費＋
事業期間及び ４０年間に要する維持管理費

10
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対応方針

・小城地区は、クリークの護岸整備により、農業用水を貯留・
送水する機能のほか湛水被害の防止、営農作業や隣接する道路
の通行の安全性の向上を図る事業である。

・費用対効果についても、B/C1.0以上(B/C=1.７)が確保され
ている事業である。

・事業進捗率は事業費ベースで約68.5％［約38.5億円/約56.1億円］
（令和５年度末）となっている。

・地元土地改良区も早期の完了を望まれており、今後の円滑な
事業実施が可能である。

・よって、当該事業の完成に向けて、事業を継続したい。

11
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  様式イ 

令和６年度公共事業再評価諮問箇所「継続・中止」理由書等 

 

 （課名：農山村課 ） 

事 業 名 

（路河川等名） 

県営クリーク防災機能保全対策事業 

神埼市東部地区 

継続・中止理由 本地区のクリークは、農業用水を貯留・送水する機能のほか、

大雨時は洪水を一時的に貯留し、周辺地域の湛水被害を軽減す

る洪水調節機能など、多面的機能を有している。しかし、クリ

ーク（土水路）は経年変化や水位変動により法面の浸食・崩壊

が進行し、水路内に土砂が堆積している状況であり、洪水調節

機能の低下により湛水被害が発生している。また、水路法面の

崩壊により農作業や隣接道路の通行が危険な状態である。 

このため、これらを解消するために当事業により護岸整備

（木柵工）を平成 25 年度より実施しており、事業の進捗は、

令和５年度末で 87.8％となっており、令和９年度完成を目標

に事業を実施していくこととしている。 

地区全体の農業用水の安定供給及び湛水被害の軽減を図り、

安心安全な営農や農村生活環境を守るためには、事業の継続が

必要である。 

 

Ｂ／Ｃの 

算出方法 

総便益（Ｂ）＝              １,３４３.１億円  

 （内 訳）  

  ○作物生産効果             １１２.７億円  

  ○営農経費節減効果          ３１.９億円  

  ○維持管理費節減効果        △３０.４億円  

  ○災害防止効果       １,２０５.２億円  

 ○国産農産物安定供給効果     ２３.７億円 

総費用（Ｃ）＝               ４４７.３億円 

  

総費用総便益比（Ｂ/Ｃ）＝  ３．０ 

備  考  
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様式２  

令和６年度再評価対象箇所    （佐賀県公共事業評価実施要領第２条（２）④に該当する事業） 

（対象：令和４年度再評価実施箇所） 

番号 項目 
事 業 名 

(路･河川名等) 
事 業 目 的 事 業 概 要 事業の進捗状況 

事業を巡る社会経済 

情 勢 等 の 変 化 

費用対効果 

の要因の変化 

ｺｽﾄ縮減や代替案 

等 の 可 能 性 
再評価理由 

対応方針 

(事業課案) 

 
 

 

R4再評
価時点 

 
 

県営クリーク防
災機能保全対策

事業 
 
神埼市東部地区 

 
事業主体：県 
 

事業地：神埼市  
 

本地区のクリークは、
農業用水を貯留･送水す

る機能のほか大雨時は洪
水を一時的に貯留し、周
辺の湛水被害を軽減する

洪水調節機能など多面的
機能を有している。 
 しかし、クリーク（土

水路）は経年変化や水位
変動により法面の浸食・
崩壊が進行し、水路内に

土砂が堆積している状況
であり、洪水調節機能の
低下により湛水被害が発

生している。また、水路
法面の崩壊により農作業
や隣接道路の通行が危険

な状態である。 
 このため、当事業によ
り護岸整備(県産木材に

よる木柵工) 及び堆積土
浚渫を行うことで、農業
用水の安定供給及び湛水

被害の軽減を図り、安心
安全な営農や農村生活環
境を守ることを目的とす

る。 
 
 

 

○本事業 
事業費：29.3億円 

工期 ：H25～R6(12年) 
受益面積：804.2ha 
事業量     

・農業用用排水路工 
(木柵工) 

          L=41,357m 

 
 
 

令和3年度末進捗率：
89％ （事業費ベース） 

  
年平均進捗率：10％ 
 

 
 

・受益面積は、事業採択時
（平成25年）の805.3haから

農地転用により現在は
804.2haへ減少している。 
 

B/C＝2.7 
  

・B/Cは1.0を上回
っている。 
 

（コスト縮減） 
・掘削土は盛土と

して流用し、現場
外への搬出（残土
処分）は最小限に

とどめる。 
 
・木柵工による護

岸整備を採用す
ることで、県内間
伐材の有効活用

を図る。 
 
（代替案の検討） 

・特になし 

事業採択後、 
10年間経過 

 
 
 

 

継続  
 （理由） 

当初から事
業の必要性は
変わっておら

ず、国営事業と
一体となって
事業効果を発

現するもので
あることから
事業を継続し

たい。 
 
 

 

現時点 

 
 

 

 
 

○本事業 

事業費：32.9億円 
工期  ：H25～R9(15年) 
受益面積：804.2ha 

事業量     
・農業用用排水路工 
(木柵工) 

          L=42,986m 
 

令和5年度末進捗率：

87.8％ （事業費ベー
ス）  
  

年平均進捗率：7％ 
 
 

 

・受益面積は、再評価時（令

和４年）の804.2haから変更
していない。 

B/C＝3.0 

 
・B/Cは1.0を上回
っている。 

・作物単価の増、
効果算定に用い
る諸係数（純益

率、所得率）の増 
に伴う、作物生産
効果の増 

 

同上 

前回再評価時よ

り工期延長及び
事業費増額のた
め再評価 

 
 
 

継続  

 （理由） 
当初から事

業の必要性は

変わっておら
ず、Ｂ/Ｃは1.0
以上（Ｂ/Ｃ＝

3.0）が確保さ
れていること
から、当該事業

の完成に向け
て事業を継続
したい。 

理由等 
 
 

 
 
 

【事業量・事業費】 
① 精査による延長の増。 
② 路線追加による延長の増。 

③ 路線追加に伴う詳細設計、
事前調査等の増。 

④ 木柵工の既設利用 

⑤ 地盤改良による木柵補強
工の追加。 

 

【事業工期】 
上記の事業費増額及び路線

追加に伴い、当初予定してい

た事業進捗が見込めないこと
から、事業工期を延長したい。 
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令和６年度公共事業評価監視委員会
再評価地区

県営クリーク防災機能保全対策事業

神埼市東部地区

再評価実施後５年が経過する前に
工期延伸及び事業費を増額するため

かんざきしとうぶ

県営クリーク防災機能保全対策事業
神埼市東部地区

県営クリーク防災機能保全対策事業
神埼市東部地区

神埼市東部地区 位置図

2
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背景と目的①
○クリークとは
クリークは、農業用水を貯留・送水する機能のほか、大雨時は洪水を一時

的に貯留し、周辺地域の湛水被害を軽減する洪水調節機能など、多面的機
能を有している。

○目的
クリークを整備することにより、農業用水の安定供給を図るとともに、周辺地域の
湛水被害を軽減し、営農等の安全性と周辺地域の安心安全な生活を確保する。

3

▼ほ場整備により造成されたクリーク（土水路）

▼クリークの事前放流による洪水調節機能

○現状
多くのクリーク（土水路）は、経年変化や水位変動により、
法面の浸食・崩壊が進行し、水路内に土砂が堆積。

○課題
・法面崩壊により、営農や道路の通行に支障をきたすおそれ

があることから、クリーク護岸の整備が必要。

・法面崩壊に伴う土砂の堆積等により、貯水・送水機能及び

洪水調節機能が低下していることから、クリークの機能回復
（水路断面確保）が必要。

波力の作用

風

水田

水
路

水位変動の繰り返し

水田

水
路

崩壊した土が堆積
（＝貯留容量の減）

↓
常時、水位を高く管理

法面崩壊のメカニズム

水田

水路

4

背景と目的②

▼大雨時の湛水状況 ▼法面の浸食、崩落状況
法面の崩落による
トラクター転落

クリークの機能回復に向けた整備を実施

▼
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事業概要

事業の進捗状況

令和７年度以降令和６年度令和５年度まで

３．４０．６２８．９事業費（億円）

100.089.687.8進捗率（％）

5

今回前回再評価（令和４年度）

32.9億円29.3億円事業費

平成25年度～令和9年度平成25年度～令和6年度工期

804.2ha804.2ha受益面積

・護岸工 L=42,986m
・堆積土の浚渫

・護岸工 L=41,357m
・堆積土の浚渫

事業内容

3.02.7費用対効果

事業概要の主な変更内容

6

○事業量・事業費

①精査による延長の増 （L=  423ｍ） ：＋0.3億円

②路線追加による延長の増 （L=1,206ｍ） ：＋1.6億円

③路線追加に伴う詳細設計、事前調査等の増 ：＋0.7億円

④木柵工の既設利用 ：－1.4億円

⑤地盤改良による木柵補強工の追加 ：＋2.4億円

○事業工期

上記の事業費増額及び路線追加に伴い、当初予定していた

事業進捗が見込めないことから、事業工期を延長したい。

地盤改良工

当 初︓木柵工
変更後︓木柵工+地盤改良工

【地盤改良施工状況】

【標準断面図】

⑤地盤改良による木柵補強工の追加について
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実施状況
県産杉材利用

【標準断面図】

【整備前】

7

【湛水状況】

【整備後】

関連事業(国営筑後川下流右岸地区)実施状況
【整備後】 【国営と県営の区分イメージ】

8
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社会経済情勢等の変化・
コスト縮減や代替案等の可能性

・受益面積は、変更なし
【再評価時】804.2ha ➡ 【現在】804.2ha

・浚渫土は盛土として流用し、現場外への搬出
（残土処分）は最小限にとどめる。

・木柵工による護岸整備を採用することで、県内
間伐材の有効活用を図る。

9

○社会経済情勢等の変化

○コスト縮減や代替案等の可能性

事業の効果・必要性（費用対効果）

総便益（Ｂ）１，３４３．１億円
総費用（Ｃ） ４４７．３億円

≒３.０

総費用総便益比

B/Cは1.0を上回っている。

○総便益（Ｂ）：事業を行うことによって発現する効果額
（内訳）

○作物生産効果
〇営農経費節減効果
○維持管理費節減効果
○災害防止効果
○国産農産物安定供給効果

○総費用（Ｃ）：当該事業及び関連事業の建設事業費＋
事業期間及び ４０年間に要する維持管理費

10
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対応方針

・神埼市東部地区は、クリークの護岸整備により、農業用水を貯留・
送水する機能のほか湛水被害の防止、営農作業や隣接する道路
の通行の安全性の向上を図る事業である。

・費用対効果についても、B/C1.0以上(B/C=3.0)が確保され
ている事業である。

・事業進捗率は事業費ベースで約87.8％［約28.9億円/約32.9億円］
（令和５年度末）となっている。

・地元土地改良区も早期の完了を望まれており、今後の円滑な
事業実施が可能である。

・よって、当該事業の完成に向けて、事業を継続したい。

11
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  様式イ 

令和６年度公共事業再評価諮問箇所「継続・中止」理由書等 

 

 （課名：農山村課 ） 

事 業 名 

（路河川等名） 

県営クリーク防災機能保全対策事業 

神埼市西部地区 

継続・中止理由 本地区のクリークは、農業用水を貯留・送水する機能のほか、

大雨時は洪水を一時的に貯留し、周辺地域の湛水被害を軽減す

る洪水調節機能など、多面的機能を有している。しかし、クリ

ーク（土水路）は経年変化や水位変動により法面の浸食・崩壊

が進行し、水路内に土砂が堆積している状況であり、洪水調節

機能の低下により湛水被害が発生している。また、水路法面の

崩壊により農作業や隣接道路の通行が危険な状態である。 

このため、これらを解消するために当事業により護岸整備

（木柵工）を平成 24 年度より実施しており、事業の進捗は、

令和５年度末で 91.8％となっており、令和９年度完成を目標

に事業を実施していくこととしている。 

地区全体の農業用水の安定供給及び湛水被害の軽減を図り、

安心安全な営農や農村生活環境を守るためには、事業の継続が

必要である。 

Ｂ／Ｃの 

算出方法 

【総便益】（Ｂ）＝           １,４８５.９億円  

 （内 訳）  

  ○作物生産効果             １６２.５億円  

  ○営農経費節減効果          ４５.３億円  

  ○維持管理費節減効果        △２９.２億円  

  ○災害防止効果       １,２７５.１億円  

 ○国産農産物安定供給効果     ３２.２億円 

  

【総費用】（Ｃ）＝             ４２２.４億円 

 

総費用総便益比（Ｂ/Ｃ）＝  ３．５ 

備  考  
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様式２  

令和６年度再評価対象箇所    （佐賀県公共事業評価実施要領第２条（２）④に該当する事業） 

（対象：令和４年度再評価実施箇所） 

番号 項目 
事 業 名 

(路･河川名等) 
事 業 目 的 事 業 概 要 事業の進捗状況 

事業を巡る社会経済 

情 勢 等 の 変 化 

費用対効果 

の要因の変化 

ｺｽﾄ縮減や代替案 

等 の 可 能 性 
再評価理由 

対応方針 

(事業課案) 

 
 

 

R4再評
価時点 

 
 

県営クリーク防
災機能保全対策

事業 
 
神埼市西部地区 

 
事業主体：県 
 

事業地：神埼市 
 

本地区のクリークは、
農業用水を貯留･送水す

る機能のほか大雨時は洪
水を一時的に貯留し、周
辺の湛水被害を軽減する

洪水調節機能など多面的
機能を有している。 
 しかし、クリーク（土

水路）は経年変化や水位
変動により法面の浸食・
崩壊が進行し、水路内に

土砂が堆積している状況
であり、洪水調節機能の
低下により湛水被害が発

生している。また、水路
法面の崩壊により農作業
や隣接道路の通行が危険

な状態である。 
 このため、当事業によ
り護岸整備(県産木材に

よる木柵工) 及び堆積土
浚渫を行うことで、農業
用水の安定供給及び湛水

被害の軽減を図り、安心
安全な営農や農村生活環
境を守ることを目的とす

る。 
 
 

 

○本事業 
事業費：58.4億円 

工期 ：H25～R7(13年) 
受益面積：1,239.3ha 
事業量     

・農業用用排水路工 
(木柵工) 

          L=72,628m 

 
 
 

令和3年度末進捗率：
90％ （事業費ベース） 

  
年平均進捗率：10％ 
 

 
 

・受益面積は、事業採択時
（平成25年）の1,241.8haか

ら農地転用により現在は
1,239.3haへ減少している。 
 

B/C＝3.2 
  

費用対効果の要
因の大きな変化
なし。 

（コスト縮減） 
・掘削土は盛土と

して流用し、現場
外への搬出（残土
処分）は最小限に

とどめる。 
 
・木柵工による護

岸整備を採用する
ことで、県内間伐
材の有効活用を図

る。 
 
（代替案の検討）  

・特になし 

事業採択後、 
10年間経過 

 
 
 

 

継続  
 （理由） 

当初から事
業の必要性は
変わっておら

ず、国営事業と
一体となって
事業効果を発

現するもので
あることから
事業を継続し

たい。 
 
 

 

現時点 

 
 

 

 
 

○本事業 

事業費：60.3億円 
工期  ：H25～R9(15年) 
受益面積：1,239.3ha 

事業量     
・農業用用排水路工 
(木柵工) 

          L=72,628m 
 

令和5年度末進捗

率：91.8％ （事業費
ベース）  
 

  
年平均進捗率：10％ 
 

 
 

・受益面積は、再評価時（令

和４年）の1,239.3haから変
更していない。 

B/C＝3.5 

 
・B/Cは1.0を上
回っている。 

・作物単価の増、
効果算定に用い
る諸係数（純益

率、所得率）の
増 
に伴う、作物生

産効果の増。 
 

 

同上 

前回再評価時よ

り工期延長及び
事業費増額のた
め再評価 

 
 
 

継続  

 （理由） 
当初から事

業の必要性は

変わっておら
ず、Ｂ/Ｃは
1.0以上（Ｂ/

Ｃ＝3.5）が確
保されている
ことから、当

該事業の完成
に向けて事業
を継続した

い。 

理由等 

 
 

 

 
 

【事業費】 

① 水路内の土砂が想定より
堆積していたことによ
る、掘削・残土処分量の

増。 
② 各種建設資材費の高騰 

及び 労務費の上昇。 

 
【事業工期】 

上記の事業費増額に伴い、

当初予定していた事業進捗
が見込めないことから、事業
工期を延長したい。 

 

 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

R4 年度再評価 
R6 年度再々評価 
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令和６年度公共事業評価監視委員会
再評価地区

県営クリーク防災機能保全対策事業

神埼市西部地区

再評価実施後５年が経過する前に
工期延伸及び事業費を増額するため

かんざきしせいぶ

県営クリーク防災機能保全対策事業
神埼市西部地区

県営クリーク防災機能保全対策事業
神埼市西部地区

神埼市西部地区 位置図

2
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背景と目的①
○クリークとは
クリークは、農業用水を貯留・送水する機能のほか、大雨時は洪水を一時

的に貯留し、周辺地域の湛水被害を軽減する洪水調節機能など、多面的機
能を有している。

○目的
クリークを整備することにより、農業用水の安定供給を図るとともに、周辺地域の
湛水被害を軽減し、営農等の安全性と周辺地域の安心安全な生活を確保する。

3

▼ほ場整備により造成されたクリーク（土水路）

▼クリークの事前放流による洪水調節機能

○現状
多くのクリーク（土水路）は、経年変化や水位変動により、
法面の浸食・崩壊が進行し、水路内に土砂が堆積。

○課題
・法面崩壊により、営農や道路の通行に支障をきたすおそれ

があることから、クリーク護岸の整備が必要。

・法面崩壊に伴う土砂の堆積等により、貯水・送水機能及び

洪水調節機能が低下していることから、クリークの機能回復
（水路断面確保）が必要。

波力の作用

風

水田

水
路

水位変動の繰り返し

水田

水
路

崩壊した土が堆積
（＝貯留容量の減）

↓
常時、水位を高く管理

法面崩壊のメカニズム

水田

水路

4

背景と目的②

▼大雨時の湛水状況 ▼法面の浸食、崩落状況
法面の崩落による
トラクター転落

クリークの機能回復に向けた整備を実施

▼

-46-



事業概要

事業の進捗状況

令和７年度以降令和６年度令和５年度まで

４．１０．８５５．４事業費（億円）

100.093.291.8進捗率（％）

5

今回前回再評価（令和４年度）

60.3億円58.4億円事業費

平成25年度～令和9年度平成25年度～令和7年度工期

1,239.3ha1,239.3ha受益面積

・護岸工 L=72,628m
・堆積土の浚渫

・護岸工 L=72,628m
・堆積土の浚渫

事業内容

3.63.2費用対効果

事業概要の主な変更内容

6竹1-2号路線

（当初）

（変更）

○事業費

①水路内の土砂が想定より堆積していたことによる、掘削・残土

処分量の増 ：＋0.5億円

②各種建設資材費の高騰 及び 労務費の上昇 ：＋1.4億円

○事業工期

上記の事業費増額に伴い、当初予定していた事業進捗が見込め

ないことから、事業工期を延長したい。

堆積土量の増（オレンジ着色箇所）
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城原川

至：伊賀屋駅

至：神埼駅

〈整備前〉 〈整備後〉

実施状況

7

【整備後】

関連事業(国営筑後川下流右岸地区)実施状況
【国営と県営の区分イメージ】

国営水路諸富線

8
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社会経済情勢等の変化・
コスト縮減や代替案等の可能性

○受益面積は、変更なし
【再評価時】1,239.3ha ➡ 【現在】1,239.3ha

○浚渫土は盛土として流用し、現場外への搬出
（残土処分）は最小限にとどめる。

○木柵工による護岸整備を採用することで、県内
間伐材の有効活用を図る。

9

○社会経済情勢等の変化

○コスト縮減や代替案等の可能性

事業の効果・必要性（費用対効果）

総便益（Ｂ）１，４８５．９億円
総費用（Ｃ） ４２２．４億円

≒３.５

総費用総便益比

B/Cは1.0を上回っている。

○総便益（Ｂ）：事業を行うことによって発現する効果額
（内訳）

○作物生産効果
〇営農経費節減効果
○維持管理費節減効果
○災害防止効果
○国産農産物安定供給効果

○総費用（Ｃ）：当該事業及び関連事業の建設事業費＋
事業期間及び ４０年間に要する維持管理費

10
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対応方針

・神埼市西部地区は、クリークの護岸整備により、農業用水を貯留・
送水する機能のほか湛水被害の防止、営農作業や隣接する道路
の通行の安全性の向上を図る事業である。

・費用対効果についても、B/C1.0以上(B/C=3.５)が確保され
ている事業である。

・事業進捗率は事業費ベースで約91.8％［約55.4億円/約60.3億円］
（令和５年度末）となっている。

・地元土地改良区も早期の完了を望まれており、今後の円滑な
事業実施が可能である。

・よって、当該事業の完成に向けて、事業を継続したい。

11
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